＜協議事項＞
Ⅰ　2013自治体確定闘争の推進および国公・地公給与
回復の取り組み　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅰ　2013自治体確定闘争と地方公務員を取り巻く情勢と課題
1.　2013人事院報告と政府・自民党の動向
(１)　2013人事院報告について
1.　人事院は８月８日、月例給の官民較差が極めて小さいこと、一時金については民間と均衡していることから、月例給・一時金ともに改定を見送るとして勧告を行いませんでした。その一方で、世代間・地域間の配分見直しを柱とする給与制度の総合的見直しを早急に検討することを表明しました。
2.　給与制度の総合的見直しの具体的な検討課題は、①民間の組織形態の変化への対応、②地域間の給与配分の在り方、③世代間の給与配分の在り方、④職務や勤務実績に応じた給与とされています。給与構造改革が完了して間もない今日において、さらなる給与制度の見直しは拙速であると言わざるを得ません。とくに地域間の配分については、2012年に地域間較差の検証を終えたばかりであるにもかかわらず、新たな比較方法を用いて較差を編み出した手法は恣意的とも言えるものです。
3.　８月15日には、第１回給与関係閣僚会議が開催され、総務大臣は「地方公務員の給与は国家公務員の給与を基本として決定すべきものであり、今年度もこのような考え方に立って対処する必要がある」と発言しました。地方公務員の給与改定の取り扱いについては、例年、国における取り扱い方針が閣議決定された段階で総務副大臣通知が発出されていますが、地公給与削減の強要問題を含め、不必要な助言は行わず労使自治を尊重するよう、総務省対策を強化しなければなりません。なお、人事院が意見の申し出を行った配偶者帯同休業制度については、地方でも同様の制度を整備するよう求めます。
(２)　地公給与を取り巻く政府・自民党の動向について
4.　国公の臨時特例法による給与削減と、これに準ずる地公への削減「要請」については、2014年３月末に期限切れを迎えます。しかし、公務員給与に対するバッシングや不当な圧力が続く一方で、同年４月には消費増税が予定され、さらには、国・地方のプライマリーバランスを健全化させることが国際公約とされていることなどから、政府が削減措置の終了を見据えて、どのような対応をはかるのかについては、引き続き、予断を許さない状況にあります。
5.　成長戦略と同日の６月14日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針2013）」では、歳出削減にむけ、社会保障と地方財政の改革を「聖域とはせず見直しに取り組む」としています。とくに、地方財政については、一般財源の総額を確保するとしつつも、「国の取組と歩調を合わせて抑制を図る」とし、地方交付税の算定の仕組みを見直すことが打ち出されています。
6.　具体的には、歳出特別枠（約1.5兆円）の見直しに加え、地方交付税そのものに行革インセンティブの仕組みを取り入れようとしていますが、自治体の固有・共有の財源である地方交付税を補助金化するものと言わざるを得ません。
7.　また自民党は、「Ｊ－ファイル2013」の中で、「地方公務員の地域における民間賃金と同水準となるような給与の適正化、市場化テストの積極的な活用による公共サービス改革の推進及び定員削減など、地方行革を推進し、総人件費を抑制」するとし、「地方における民間給与をより実態的に調査するよう、人事院に求める」としています。
8.　今回、人事院が報告で言及した「給与制度の総合的見直し」は、国家公務員については、給与原資の中の俸給と手当の配分という問題であるのに対し、地方公務員にとっては、給与水準そのものに影響する大きな問題です。さらに、技能・労務関係職種の給与水準にも言及しており、すなわち、これは、政府・自民党の意向を受けた地方公務員給与に対する攻撃であることは明らかです。したがって、公務員連絡会に結集し、拙速な見直しには断固反対の姿勢で、2014人勧期に向けて秋季から取り組みます。
9.　さらに、自民党は、「Ｊ－ファイル2013」の中で「地方公務員についても、（中略）能力・実績主義による人事評価の導入など、国家公務員の制度改革と同様の改革を実施します」としており、また、総務省も、全国人事委員会事務局長会議（８月28日）や全国人事担当課長・市町村担当課長会議（８月29日）などにおいて、能力実績に基づく人事管理の徹底を求めてきています。法改正の動きを注視し、総務省・国会対策を強化する必要があります。
2.　各地域における地公給与に関する動向
(１)　地公給与削減をめぐる９月議会等の情勢について
10. 国からの地公給与削減の強要については、地方議会がほぼ終了した７月24日時点で集約した給与削減状況は、「削減なし」が743単組（45.2％）、何らかの削減を行うこととなった単組は751単組（45.7％）で、そのうち721単組（全体の43.9％、削減実施単組の96.0％）については緩和措置が実施されました。
11. しかし、全国知事会などの地方団体や組合を含めた自治体関係者からの批判・抗議にもかかわらず、総務省は、７月以降、県や政令市等の担当者ヒアリングを行い、「実施していない団体は、臨時議会や９月議会に条例案を提案し、10月１日までに実施」するよう求め、さらに、「今後の地方交付税の算定等に影響する可能性」についても言及しています。また、新藤総務大臣は、８月２日の記者会見で、「削減を実施しなかった自治体は、歳出が適当だったのか」などの発言をしています。
12. これらの総務省の対応もあり、７月時点では「削減なし」としている自治体であっても、厳しい交渉を受けざるを得ない単組や、すでに議会提案がされ、削減を実施することとなったところもあります。
13. こうした情勢を踏まえ、本部は、協力国会議員との連携により総務省対策を図ってきましたが、引き続き交渉状況の情報を収集し、政府・省庁対策とあわせ、情報提供と県本部・単組の支援を図ります。県本部・単組は、今後の当局の動向を注視し、この間の取り組み方針を原則とした取り組みを進めるとともに、すでに削減措置が実施されている単組を含め、交付額の検証なども進める必要があります。
(２)　各人事委員会の勧告・報告に関する動向について
14. ９月５日の名古屋市人事委員会報告を皮切りに、各人事委員会からの勧告・報告が順次出されつつあります。
15. また、総務省は、全国人事委員会事務局長会議（８月28日）において、①職務給の原則の徹底、高齢層の昇給抑制をはじめとした「適正」な給与水準確保、②給与構造改革における現給保障の廃止、③退職手当の支給水準の見直し、自宅にかかる住居手当の廃止などを要請しています。
16. 国による地公給与削減の強要に対する見解を含め、地方公務員の生活を守るための賃金水準の確保に向け、人事委員会対策の取り組みを強化する必要があります。
3.　公務員制度改革をめぐる動向と課題
17. 政府は、６月28日に決定した「今後の公務員制度改革について」に基づき、秋の臨時国会に幹部人事の一元管理、内閣人事局の設置などを主な内容とした公務員制度改革関連法案（以下、「関連法案」）を提出することとしています。これは、2009年の麻生内閣時に閣議決定された国公法等の改正案（いわゆる「甘利法案」）を基本としたものですが、自律的労使関係については、何ら検討が進められていません。また、人事院は、公務員制度改革における自律的労使関係については、「十分な議論が行われていない」として、労働基本権の回復に反対する従来の姿勢を変えていません。
18. 長期にわたる検討を経て、公務員制度改革の具体的な制度設計はすでに完了しています。自律的労使関係制度に対する政府・人事院の対応は認められないものであることから、公務労協・自治労は、地公給与削減問題と合わせ、連合を通じてＩＬＯに情報提供を行いました。
19. 一方で、人事院は、政府が法案の提出をめざしている内閣人事局の設置について、「級別定数」を人事院の所掌から移管することに対し、労働基本権の代償措置の観点から強く抵抗しています。すなわちこれは、関連法案の審議にあたって、労働基本権問題が再浮上する可能性を示していると見ることができます。
20. ＩＬＯが、「政府がこれ以上遅滞することなく、（中略）公務員制度改革を完了するために最善を尽くすことを期待する」との８度目の勧告（2013年３月）を示したことも踏まえ、政府が臨時国会に提出する関連法案に対し、連合・公務労協とともに、民主党等と連携しつつ、労働基本権の付与＝労使交渉の位置づけの強化を求めます。さらに、自律的労使関係制度の確立に向け、「公務員制度改革関連４法案」の再提出を追求します。
Ⅱ　地公給与に関する総合的対策と2013確定闘争の重点課題
1.　秋季からの賃金対策のポイント
1.　2013秋季の取り組みは、①交渉継続単組における地公給与削減阻止、②人事院報告、各人事委員会勧告・報告を踏まえた自治体賃金確定闘争、③国公・地公給与回復に向けた今後の賃金対策の３点が大きな課題となります。
2.　７月時点で「削減なし」であっても、交渉が引き続いている地公給与削減問題については、本部は、総務省対策を強化するとともに、９月議会終了時における全国状況の集約と情報提供を行います。したがって、交渉継続単組を有する県本部は、随時、県内状況の把握を行います。また、公共民間単組への影響等についても注視し、対応を強化します。
3.　「地公波及阻止」の取り組みにおいて要求書の提出や戦術配置、統一行動の実施に課題が残ったことを踏まえ、2013確定闘争を「産別統一闘争の再構築」の契機と位置づけ、統一行動への結集と「要求－交渉－妥結（書面化・協約化）」の交渉サイクルの確立、公務員賃金の回復をめざした賃金闘争を強化します。あわせて、本部・県本部・単組は、闘争ゾーンにおける統一交渉・統一行動の結果について分析を行い、各闘争期における闘争体制の強化にむけた討論・検討を進めます。
4.　人事院が表明した給与制度の総合的見直しに関しては、給与構造改革の完了から間もないことから拙速であり、また地方公務員の給与水準そのものに対するマイナス影響が大きいことから、さらなる較差の拡大につながる見直しには反対します。同時に、人事院が言及した「民間における技能・労務職員の給与水準を考慮した行政職俸給表（二）の給与水準のあり方見直し」に対しても、反対の取り組みを強化します。
5.  2014年以降の賃金対策のため、秋季から公務労協に結集し、中央・地方で、以下の基本的視点で一体的な取り組みを進めます。
　①　国公臨時特例措置、地公給与削減の３月での確実な終了
　②　地方財政計画における給与費の回復と地方交付税総額確保、地方財政の確立
　③　世代間・地域間・職種間における賃金格差の拡大に反対するため、人事院・国会・省庁対策の強化
2.　2013確定闘争の取り組みの柱と重点課題
(１)　取り組みの柱
6.　自治体労働者の生活を守るための賃金水準確保のため、取り組みの柱を次の通り設定します。また、非正規労働者の雇用上限撤廃、雇用継続にむけて、すべての単組で取り組みます。
	

	①　月例給の水準の維持をはかること。
　　給与減額措置が実施されている自治体においては、2014年４月以降について、減額措置を終了し本来の賃金水準に戻すこと。
②　給与構造改革における現給保障を廃止しないこと。
③　必要な一時金の支給月数を確保すること。
④　雇用と年金の確実な接続をはかるための制度を確立すること。
⑤　臨時・非常勤等職員の賃金を改善すること。
　　また、雇用安定と常勤職員との均等待遇を実現すること。

	


(２)　重点課題と統一要求基準
7.　上記の５つの取り組みの柱を軸に、2013確定闘争の重点課題を、次の通り設定します。
　①　2013年７月以降給与削減を実施した単組においては、2014年３月での確実な終了と４月以降の給与回復についてすべての単組で書面化をめざします。
　②　男女間、自治体間、職種間、常勤職員・非常勤職員間などに存在する賃金格差の解消を求めます。
　③　基本給については、2006年の地域給与・給与制度見直し以前の水準への到達をめざし、到達目標の達成をめざします。さらに、係長・同相当職の４級到達、課長補佐・同相当職の６級到達という指標により対応することを基本に労使合意による制度の継続・改善を求めます。
	

	到達目標（ポイント賃金）
○30歳　244,254円　　○35歳　295,608円　　○40歳　348,104円
（※　2011年賃金実態調査における実在者中央値×1.06）

	


　④　一時金については、必要な一時金の支給月数を確保するとともに、勤勉手当への成績率の一方的な導入および成績率の拡大・強化を行わないことを求めます。
　⑤　昇給区分の運用については、十分な労使交渉・協議により決定することを求めます。とくに50歳台後半層の昇給抑制と昇格制度の見直しについては、過去の55歳昇給停止を改めた経過と理由を追求し、拙速な見直しに反対します。
　⑥　給料表がマイナス改定される場合には、年間調整を行わないことを求めます。とくに、給与削減措置が行われている自治体では、削減の解消・緩和を求めます。
8.　雇用と年金の確実な接続をはかるため、2014年４月以降の再任用については、「希望者全員の再任用」「再任用者の国公行（一）４級賃金以上」での運用を確立します。
9.　現業・公企職員給与に関しては、次の課題を重視して交渉・協議を強めます。
　①　労働協約主義（交渉優先）に基づくこと。
　②　公民給与の比較を行う場合は、職務内容と質についての十分な分析が必要であること。
　③　公民給与の比較を行う場合は、勤続年数・年齢など給与決定要素の条件をそろえ、同種・同等比較を行うこと。
　④　労使交渉経過について情報公開する場合には、公開のルールを協約として締結すること。
10. 具体的な要求内容は、別記「2013確定闘争　統一要求基準」に基づき、県本部・単組で決定することとします。
(３)　臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善
11. 臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件の改善、雇用安定を秋季・確定闘争の重点課題とし、労働基準法をはじめ法令遵守など最低到達条件の底上げを重視するとともに、同一価値労働・同一賃金の観点から、常勤職員との時間比例による均等待遇を求めます。
12. 同時に、雇用更新年限の廃止、雇用更新にあたっての「空白期間」「たらい回し」の廃止など、雇用安定のための取り組みを行います。
13. 臨時・非常勤等職員の賃金改善にあたっては、当局の責任と新たな予算措置による改善を基本とします。
14. 消費生活相談員については、「一律に任用回数に制限を設けることは適当でない」とする消費者庁指針（2012年７月「地方消費者行政の充実・強化のための指針」）などを活用し、任用回数に上限を設けない取り組みを行います。
15. 具体的な要求内容は、別記「臨時・非常勤等職員の要求モデル」に基づき、県本部・単組で決定することとします。
(４)　公共民間労働者の賃金・労働条件改善
16. 憲法、労働組合法で保障されている労働基本権を有していることを活用した取り組みを重視し、労働条件の決定・変更にあたっての交渉と労働協約の締結を進めます。
17. 県本部・公共民間単組は、関連する自治体単組と連携し、賃金・労働条件の改善をめざします。
18. 公正労働基準に基づく自治体入札・契約制度と委託費の改善、公契約条例の制定を求めます。
19. 新公益法人移行完了期限が2013年11月に迫っていることから、新公益法人への速やかな移行をめざします。また公益法人移行を行わない場合でも雇用継続を求め、労働条件の改悪を阻止します。
20. 地方交付税削減にともなう給与引き下げ、退職手当の国並み削減、50歳台後半層の昇給抑制と昇格制度の見直しなどの改悪の動きに対しては、労使交渉を強化し、一方的な削減を許さない取り組みを進めます。
21. 具体的な要求内容は、別記「公共民間労組　要求モデル」に基づき、県本部・単組で決定することとします。
(５)　その他の労働条件改善に関する課題
22．別記「2013確定闘争　統一要求基準」に基づき、以下の取り組みを進めます。
　①　職場における実質的な男女間格差の是正にむけて、採用・配置・登用、昇任・昇格の是正に取り組みます。
　②　広域連合・一部事務組合職員については、構成自治体との格差是正をめざし、高水準自治体の賃金制度・運用に準じた改善をはかります。
　③　超勤の縮減および各種休暇制度の新設・拡充に関しては、職員の労働時間や業務実態について把握・分析し、年間行動計画の策定を求めるとともに、不払い残業を撲滅するため、必要な超過勤務手当財源を確保し、全額支給の徹底に取り組みます。
　④　リフレッシュ休暇、有給教育休暇など、労働者の生涯設計に応じた各種休暇制度の新設・拡充にむけた取り組みを進めるとともに、自己啓発等休業制度の導入を求めます。
　⑤　36協定を締結していない単組では、36協定の締結を確定闘争期の要求事項として、その基本合意をはかります。36協定を締結している単組でも、再点検を踏まえた見直しを進めます。
　⑥　すべての公務職場において障害者の法定雇用率が達成されるよう、実効性ある施策の実施を求めます。また、そのために必要な職場環境の整備を行うよう求めます。
　⑦　国において早期退職募集制度が導入されたことを踏まえ、これまでの勧奨退職制度を精査し、国の割増率を最低基準とした早期退職募集制度の整備を求めます。
3.　国公・地公給与の回復と地方財政確立の取り組み
23. 国公の臨時特例措置は、特例期間が2014年３月31日に終了しますが、10月に予定される臨時国会にむけ、組合側への新たな提案や国会での強行的な措置なども懸念されます。また政府・自民党・財務省は、今後の歳出削減のターゲットとして、総人件費の削減の強要と地方交付税の圧縮を目論んでいるとみるべきであり、公務員給与の回復と地方財政確立の取り組みを一体的に進める必要があります。
24. 公務労協・自治労は、臨時特例措置の３月末での確実な終了を求め、政府・国会対策を進めながら、政府の動向を注視します。臨時特例の継続等の動きに対しては、中央行動なども配置し、国公・地公一体となって断固反対の取り組みを進めます。
25. あわせて、地域間における賃金格差を拡大する「給与制度の総合的見直し」に対し、公務労協等と連携して、継続的な人事院交渉と省庁・国会議員要請など、対策を強化します。
26. 地方交付税の削減は、人件費のみならず、地方自治の根幹に関わる問題であることから、2014政府予算編成に向け、地方交付税総額の確保に向けた取り組みを強化します。とくに、今年度の特別交付税算定に加え、来年度からの新たな交付税算定方式の導入検討にあたって、今回の給与削減の実施状況も検討対象とされていることから、政府・国会対策、総務省対策を強化します。
　①　本部は、公務員連絡会と連携し、「国と地方の協議の場」での議論が重要視されることを踏まえ、地方六団体への要請を実施します。
　②　本部は、給与削減を実施しない自治体に対して、財政的なペナルティが実施されることがないよう、総務省との交渉・協議を強化します。
③　大衆行動を背景とした2014年度政府予算編成に対する取り組みを展開します。
④　県本部・単組は、首長・自治体議員・地元国会議員への要請行動を実施します。
27. さらに、公務員給与の削減は、地場や関連する民間労働者の賃金にマイナスの影響を及ぼすことから、2013春季の取り組みに引き続き連合・地方連合会における理解と協力を追求します。
Ⅲ　2013確定闘争および公務員給与回復・地方財政確立の諸行動の強化・推進
1.　2013確定闘争の諸行動の推進
1.　「地公波及阻止」の取り組みにおける到達点と課題をふまえ、2013確定闘争を「産別統一闘争の再構築」の契機と位置づけ、統一行動への結集と交渉サイクルの確立を強化します。
2.　公務員賃金の回復をめざし、公務員連絡会に結集し、次の取り組みを重点的に行います。
　①　2013自治体確定闘争の推進をはかり、給与削減の３月末での確実な終了と「給与減額要請」の中止のため、総務大臣交渉に続き、総務省公務員部長、給与能率推進室長、高齢対策室長交渉を実施します。
②　公務員連絡会地公部会としても、政府・総務省交渉を実施します。
③　本部は、県本部担当中央執行委員を配置し、各県本部のオルグを実施します。
3.　2013年賃金確定闘争の具体的な時期と戦術の基本については、次の通りとします。
　①　対自治体賃金確定闘争のヤマ場：11月11日の週
②　戦術集中日：11月15日（金）
　③　自治体賃金闘争に関わる戦術は、２時間ストライキを上限とします。なお、確定闘争に関わる賃金カット補償は、原則として２時間とします。
4.　現業・公企統一闘争は、全国統一闘争基準日：10月25日（金）とします。
5.　県本部は、自治体賃金確定闘争を県本部統一闘争として推進するため、次の取り組みを行います。
　①　重点指標の設定
②　統一交渉日の設定
③　単組における要求書提出・交渉実施状況の点検と交渉支援体制の確立
④　対県・市長会・町村会交渉の強化、県内の地域ブロック交渉の実施
　⑤　地公部会構成組織による人事委員会交渉、県職共闘を軸としたブロック別の人事委員会交渉、大都市共闘を軸とした政令市・特別区人事委員会交渉の配置
⑥　全単組の参加による統一行動（総決起集会や人事委員会交渉に合わせた交渉支援行動を設定）の実施
　⑦　市町村における確定闘争の環境整備をはかるため、県人事委員会勧告後のすみやかな対県交渉の実施
6.　単組は、県本部統一闘争に結集し、県本部が設定する統一行動日における諸行動の実施と、「要求－交渉－妥結（書面化・協約化）」の交渉サイクルの確立に取り組みます。
7.　本部・県本部・単組は、臨時・非常勤等職員、地域公共サービス民間労働者の賃金・労働条件改善にむけ、交渉・取り組みを集中します。とくに、臨時・非常勤等職員に関しては、下記の取り組みを進めます。
①　単組は、処遇改善のための要求・交渉を実施するとともに、処遇改善・雇用安定に向けた法整備を行うよう、所属する地方団体（知事会・市長会・町村会）に対する首長の意見反映を要請します。
②　県本部・単組は、地方議会において、臨時・非常勤等職員の処遇改善・雇用安定に関する質疑や意見書採択を行うよう、議員対策を行います。
③　県本部・単組は学習会等の開催を追求します。
④　本部は、10月20日（日）に、「臨時・非常勤等職員の雇用上限突破、全国集会（仮）」（東京）および「臨時・非常勤等職員の均等待遇と雇用安定を求める決起集会」（東京）を開催します。
2.　公務員給与回復・地方財政確立の諸行動の強化
8.　地方公務員給与と地方財政確立の取り組みを一体的に進めるため、10月29日（火）に公務員連絡会地公部会「地財確立集会」（仮称）と国会議員要請行動を開催します。
9.　給与削減を３月末に確実に終了させ、人事院による「給与制度の総合的な見直し」に反対するため、公務員連絡会地公部会と連携し、地方六団体要請行動を実施します。さらに、公務労協として、秋段階からの継続的な人事院との協議や関係省庁との協議を実施します。
10. 県本部・単組は、地公産別共同で、10月18日までに、自治体首長と自治体議員・議会への要請行動を実施します（要請モデル・関係資料等は別途発文）。
11. 県本部は、県職組織・地公産別と連携し、知事要請と各県の市長会・町村会・議会議長会に対する要請行動を実施します（要請モデル・関係資料等は別途発文）。これらの要請・協議の実施状況については、10月25日までに点検・報告することとします。
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